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研究成果の概要（和文）：2004年に導入された、臨床研修制度の影響により、医師数の偏在が加速したといわれ
ている。医師数の少ないことにより、住民の健康に悪影響がある場合、この偏在を調整する必要がある。特に、
医師不足が深刻とされている小児科、および、医師数が飽和しているというマスコミからの報道があった眼科に
焦点を絞って検討した。小児科医師数が多い地域は、乳幼児死亡率が低く、予防接種率が高いことを示した。
眼科医以外の医師数が10％以上増加しているのに対し、眼科の増加率は４％弱であった。さらに、臨床研修制度
導入後、眼科医以外の医師が偏在する傾向があるのに対し、眼科医は導入前後とも眼科医の偏在が解消される傾
向であった。

研究成果の概要（英文）：The postgraduate training program, which began in 2004, reportedly created 
regional physician supply inequities, especially in more rural areas. If poorer population health 
outcomes resulted, inequities should be remedied. In our study, associations between physician 
supply and population health were explored, based on vaccination and mortality. We focused on 
pediatricians, for whom severe shortages were reported, and ophthalmologists, for whom numbers were 
considered saturated. Our study showed that areas with higher pediatrician supply had lower infant 
mortality and higher vaccination rates. Results support a policy to correct physician supply 
inequities. The number of ophthalmologists increased about 4% between 2006 and 2012, whereas 
physicians minus ophthalmologists increased about 10%. After 2004, inequity in ophthalmologist 
supply decreased, increasing for other physicians.

研究分野：医療サービス研究

キーワード： 医師供給格差　医師の偏在　臨床研修制度

  ２版



様	 式	 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通）	

１．研究開始当初の背景 
医師不足、医師の診療科・地域偏在は世界中

のさまざまな地域で社会政治的問題となっ

ている(Ide et al. 2010, Stordeur, Leonard 2010, 

Rabinowitz 2009, Toyabe 2009)。特に、小児科

の医師不足は深刻で、千葉県内の小児科医が

勤務中に過労死した事件、東京都内の小児科

医が過労からうつ病を発症し自殺した事件

などが報道されてきた。米国では、研修医の

過労を原因とした医療過誤で患者が死亡し

た事件が社会問題となった。患者側の問題と

しては、近くに 

小児科がないために、保護者は病気の子ども

を連れて、長距離の移動を強いられている地

域がある。このように、医師不足は、医療者

側、患者側、双方に悪影響を及ぼしている。

（  図  ）  

 

 

 

 

 

 

 

政府は医学部の定員を増員し、医師数を増

やすこととしたが、医師不足や地域・診療科

間の偏在の解消には，現在の医師数，必要と

考えられる医師数を把握し，地域別および診

療科別の医師の適性かつ計画的配置を図る

必要がある。(福田吉治, 原田唯成 2009b, 福

田吉治, 原田唯成 2009a)また、医師数不足は

地域偏在のみならず、診療科間の偏在も問題

となっている。医師数を増やしても診療科間

の偏在が問題になっている現状は、科によっ

ては十分に医師数を確保できている科があ

ることが理由にあげられる。しかし、医師不

足に関する国内外の先行研究では、全体の医

師数を分析に用いている。(Toyabe 2009, 

Matsumoto et al. 2010, Inoue et al. 2009, 

Matsumoto et al. 2009)	 また、こうした医師の

供給不足が医療のアウトカムにどのような

影響を及ぼしているのかを計量的に分析し

た報告は少ない。(今井博久 et al. 2005) 

また、マスコミからは、新臨床研修にて、過

酷な勤務や訴訟のリスクが高い小児科およ

び産婦人科を体験した研修医は、その後これ

らの科を敬遠し、勤務条件が良い 皮膚科や

眼科を選択するため、眼科や皮膚科の人数が

増加しているとの報道があった。この報道に

対し、日本眼科学会は『根拠が無い』 とし

て反論している。(日本眼科医学会, 2008) 診

療科を選択する理由が勤務状況や訴訟のリ

スクを考慮した、とする学術的根拠や眼科医

が飽和しているという学術的根拠は無い。 

 
２．研究の目的  
(1) 医師数の増員は、医師数が国民の健康生

活に正の影響を及ぼすという前提に基づい

ている。今回、特に状況が深刻な小児科に焦

点を絞り、小児科医の不足が小児医療水準に

負の影響を及ぼすかを検討する。第一段階と

して、小児医療水準の指標に乳児死亡率を用

いて検討する。 
 
(2) 第２段階として、医療サービスの利用率、
特に、予防接種率を指標とし、医師数との関
連を検討する。 
 
(3) 新臨床研修制度の開始により恩恵をうけ
たとされる眼科に注目し、新臨床研修制度導
入後で眼科医の数が増えたのか、眼科医の偏
在の有無について検討する。 
 
３．研究の方法  
(1) 小児科医の数と小児医療水準の関連 
•  データ収集  

本研究では、複数の公的データを用い、2000

年から 2010 年までの分析を行った。医師数

は厚生労働省が２年に一度行っている医師

歯科医師薬剤師調査の結果から、死亡数は人

口動態統計から、人口は、住民基本台帳から、

市町村の総収入は総務省統計局から公表さ

れている市町村の姿から収集した。 

 



• 分析単位  

二次医療圏を分析単位とした。二次医療圏は

一般的な医療サービスを提供する医療圏で、

「地理的条件等の自然的条件及び日常生活

の需要の充足状況、交通事情等の社会的条件

を考慮して、一体の区域として病院における

入院に係る医療（前条に規定する特殊な医療

並びに療養病床及び一般病床以外の病床に

係る医療を除く。）を提供する体制の確保を

図ることが相当であると認められるものを

単位として設定すること」と規定されている。

先行研究では分析単位を市町村としている

が、実際に、住民が住む市町村内に病院があ

っても、交通事情などにより隣の市町村の病

院を受診していたり、また、病院が境界線付

近に位置している場合、実際には隣の市町村

の住民が多く受診している可能性もある。二

次医療圏を分析単位として用いることによ

り、分析単位の境界を越えた受診行動による

バイアスを少なくできると考えた。 

この調査期間内に市町村の合併および、二次

医療圏の改定が 行われているため、最終年

である 2010 年の市町村および二次医療圏を

基本として集計した。本分析に用いる変数は、

医師数以外は市町村別の資料しか収集でき

ない。市町村を二次医療圏毎に割り当て、市

町村別の資料から、二次医療圏毎のデータを

集計した。 

・	 統計学的分析  

・	 従属変数；小児医療指数	 (乳幼児死亡

率)住民基本台帳から公表されている、市

町村別の 0～4 歳の死亡数および人口か

ら計算した。 

・	 説明変数	 医療人的資源の分野で国際

的に用いられている小児人口 10 万人に

対する小児科医師数(Chang, Halfon 1997)

を用いた。日本では 15 歳未満が小児科

受診となるため、0-14 歳の人口を小児

人口と定義して計算した。 

・	 調整変数	 時間的に変化する社会経済

学的因子として、人口一人当たりの収入

をモデルに投入した 

・	 統計分析モデル	 時間地域固定効果モ

デル (time area fixed-effect model) ポワ

ソン回帰分析を用いた。 
 
(2) 小児科医数と予防接種率の関連 
• データ収集  

前プロジェクトと同様、医師数は厚生労働省

が２年に一度行っている医師歯科医師薬剤

師調査の結果から収集した。予防接種者数は

厚生労働省から公表されている予防接種実

施者数を用いた。５年に一度行われる国勢調

査の結果から市町村単位の以下のデータを

収集した。1) 人口 2)	 収入 3)	 最終学歴が

大学以上の卒業者の割合 4)	 専門的技術的

職業従事者数、管理的職業従事者数（ホワイ

トカラーワーカー）の割合 5) 失業者数の割

合 6) 子供がいる家庭のうちシングルマザー

の割合 7) 都市圏コード (大都市圏、都市圏、

その周辺市町村、その他)。総務省統計局から

公表されている以下のデータも収集した。 1)

道路の長さ	 （医療へのアクセスの指標とし

て）2) 病床数 (医療のインフラストラクチャ

の指標として 3) 犯罪率 （地域の安全性の指

標として）4)	 事故率 5) 市町村の面積 

• 分析単位  

本プロジェクトでは市町村を分析単位とし

た。今回対象とした麻疹風疹ワクチン、三種

混合ワクチンは定期接種ワクチンに指定さ

れており、住民票のある市町村で接種する場

合、費用が市町村の負担となるため、越境し

て接種する可能性が低いと考えたためであ

る。 

• 統計学的分析  

分析には 2010年のデータを使用した。  

・	 従属変数 : 麻疹風疹ワクチン(MR),	 お

よび三種混合ワクチン(DPT)の接種率と

した 

・	 説明変数：小児人口 10万人に対する小

児科医師数 



・	 調整変数：小児科以外の医師も予防接

種を行っている地域もあるため、人口 10

万人対する小児科以外の医師数も調整

変数として含めた。小児科医が一人もい

ない市町村では、予防接種のために小児

科以外の医師を受診しており、小児科医

がいる市町村と一人もいない市町村で

は受診行動が異なると考えられたため、

小児科医が一人もいない市町村を 0、一

人でもいる市町村を 1とするダミー変数

もモデルに投入した。同時に、人口 10

万人対する小児科以外の医師数との

interaction termもモデルに投入した。そ

の他は以下の変数を調整変数としてモ

デルに投入した。 

Ø 人口  

Ø 一人当たりの収入  

Ø 大学卒業以上の学歴の割

合  

Ø ホワイトカラーワーカー

の割合  

Ø 失業率  

Ø シングルマザーの割合  

Ø 人口当たりの病床数  

Ø 道路の長さ  

Ø 犯罪率  

Ø 事故率  

Ø 都会／地方  
 
(3) 眼科医の供給、偏在に関する検討 
• データ収集  
上記プロジェクトと同様に、複数の公的デー
タの二次利用を行った。 
 
• 分析単位：二次医療圏 

• 統計学的分析  

従属変数 : 1998年から 2002年の眼科医数の

変化を導入前の分析の従属変数とし、2006年

から 2010 年の眼科医数の変化を導入後の分

析の従属変数とした。 

比較として、眼科医以外の医師の変化も同時

に検討した。 

説明変数 1.	  人口 10万人対する眼科医数。

導入前の分析では、1998 年の対 10 万眼科医

数、導入後の分析では 2006年の対 10万眼科

医数を用いた。この変数を説明変数として用

いた理論的背景は、眼科医が対 10 万眼科医

数の多い地域に増えている場合、偏在が進ん

でいると解釈でき、逆に、少ない地域に増え

ている場合は、偏在が解消される方向に進ん

でいると解釈できる。つまり、従属変数が説

明変数１と正の関係にある場合は、偏在が進

む方向に医師が配置されていると解釈でき

る。臨床研修制度導入前後を分析することに

より、2004年の臨床研修制度の導入前の医師

の配置、導入後の医師の配置を検討すること

ができ、導入前後で変化があったのかを検討

できる。 

説明変数	 2.	  都会/地方 

医師が都会に集中し、地方での医師が減少し

ていることが、偏在の原因とも言われている。

本当に、医師の配置が都会に偏っているのか

を検討する。 

説明変数	 3.	  地域の社会経済的因子 

都会／地方以外の地域的因子が医師の配置

に関連しているのかを検討した。本検討では、

ホワイトカラーワーカーの割合、最終学歴が

大学以上の割合、失業率、人口当たりの収入

から、社会経済因子総合指数を作り、モデル

に投入した。 

調整変数：犯罪率、病床数、医学部の有無（継

続的教育の指標として）さらに、気温と湿度

から計算した、不快指数も医師の配置に関わ

ると考え、調整変数としてモデルに投入した。 
 
補足的分析として 1998年から 2002年の増加
率、2006 年から 2010 年の増加率を眼科医、
眼科医以外の医師で検討した。 
 
４．研究成果 
(1) 小児科医の数と小児医療水準の関連 
小児人口一人当たりの小児科医数は乳幼児
死亡率と負の関連が見られた。つまり、小児
科医の多い二次医療圏では乳幼児死亡率が
低い傾向であった。 
本研究結果は小児科医師数を増やすことが、



乳幼児の健康に良い影響があること、医師数
を増やす政策を支持する結果であった。 
 
(2) 小児科医数と予防接種率の関連 
小児人口一人当たりの小児科医数は予防接
種率と正の関連が見られた。つまり、小児科
医の多い市町村では、予防接種率が高かった。 
本研究結果も、上記同様、医師数を増やす政
策を支持する結果であった。 
 
(3) 眼科医の供給、偏在に関する検討 
2004年の臨床研修制度導入前後とも、眼科医
は対人口眼科医数の少ない地域で増加して
いた。一方、眼科医以外の医師数は、臨床研
修制度導入前は対人口医師数に関連してい
なかったのに対し、導入後は、対人口の多い
地域で増加していた。さらに、眼科以外の医
師数は導入後、都市部で有意に増加していた。 
1998 年から 2004 年の増加率は、眼科医、眼
科医以外の医師数でほぼ同程度であったが、
2006 年から 2012 年の増加率は、眼科医以外
の増加率が 10％であったのに対し、眼科医は
4％弱にとどまった。 
本結果では、マスコミからの発言と反し、眼
科医の供給は他の医師の供給と比較して増
加してはいない結果となった。 
また、2004年の臨床研修制度導入後、眼科医
以外の医師が偏在する方向へ配置されてい
るのに対し、眼科医は導入前後とも変わらず、
眼科医の医師数の少ない地域へ配置されて
いる傾向であった。 
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